
高浜発電所１号炉
運転期間延長認可申請の概要

資料○

平成２７年５月２０日
関西電力株式会社



1

○運転期間延長認可申請について

○特別点検結果

○劣化状況評価

○保守管理に関する方針

2

4

11

33

目 次



2

運転期間延長認可申請について



3運転期間延長認可申請

高浜発電所 １号炉 （炉型：加圧水型軽水炉、 電気出力：約826MW）

○営業運転開始 ： 1974年11月14日
○運転できる期間 ： 2016年 7月 7日まで （原子力規制委員会設置法附則第25条による）

運転期間延長認可申請書 （実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第113条に基づく）

本文 四 延長しようとする期間 ： 2034年11月13日まで

添付書類 一 高浜発電所１号炉 特別点検結果報告書
添付書類 二 高浜発電所１号炉 劣化状況評価書
添付書類 三 高浜発電所１号炉 保守管理に関する方針書

運転期間延長認可申請
（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第43条の3の32第4項に基づく申請）

保安規定変更認可申請書 （実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第92条に基づく）

変更内容 高浜発電所１号炉 長期保守管理方針 （延長申請書 添付書類三 と同じ内容）

添付書類 高浜発電所１号炉 高経年化技術評価書 （延長申請書 添付書類二 と同じ内容）

高経年化対策（運転開始後40年）に係る保安規定変更認可申請
（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第82条に基づく技術評価、同第92条に基づく申請）



4

特別点検結果
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劣化状況評価







14高浜１号炉 主要経年劣化事象の評価結果

① 低サイクル疲労割れ

② 原子炉容器の中性子照射脆化

③ 照射誘起型応力腐食割れ

④ ２相ステンレス鋼の熱時効

⑤ 電気・計装品の絶縁低下

⑥ コンクリートの強度低下および遮蔽能力低下

⑦ 耐震安全性評価

⑧ 耐津波安全性評価
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監視試験片
カプセル

○監視試験結果より、原子炉容器炉心
領域の中性子照射脆化は国内脆化
予測法(日本電気協会 JEAC4201-
2007/2013追補版)による評価結果
において、脆化予測にマージンを見込
んだ値を逸脱しておらず、特異な傾向
は認められない。

母 材 溶接金属

② 原子炉容器の中性子照射脆化（その１）

健全性評価

評価時期

中性子照射量*1
（×1019n/cm2）

［Ｅ＞１MeV］

関 連 温 度*2（℃） 上部棚吸収エネルギー*2（J）

母 材 溶接金属 熱影響部 母 材 溶接金属 熱影響部

２０１５年
４月時点

2.82 89 43 54 69 115 117

運転開始後
６０年時点

4.44 97 52 62 65 109 112

*1:内表面から板厚ｔの１／４ｔ深さでの中性子照射量
*2:内表面から板厚ｔの１／４ｔ深さでの予測値

原子炉容器胴部（炉心領域部）の中性子照射脆化に対する関連温度と上部棚吸収エネルギーの予測値

原子炉容器胴部（炉心領域部）の中性子照射脆化に対する関連温度の予測と監視試験結果の関係

監視試験片の装荷位置
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中性子照射量（×1019n/cm2,E>1MeV） 中性子照射量（×1019n/cm2,E>1MeV）

中性子照射量（×1019n/cm2,E>1MeV） 中性子照射量（×1019n/cm2,E>1MeV）

運転開始後60年時点
（板厚の1/4深さ位置）

現時点
（板厚の1/4深さ位置）

運転開始後60年時点
（板厚の1/4深さ位置）

現時点
（板厚の1/4深さ位置）

現時点
（板厚の1/4深さ位置）

運転開始後60年時点
（板厚の1/4深さ位置）

現時点
（板厚の1/4深さ位置）

運転開始後60年時点
（板厚の1/4深さ位置）

0°

炉心

0

原子炉容器

炉心

第１回取出済

°180

°90

°270

第２回取出済

第３回取出済

第４回取出済

第２回取出後に装荷位置変更第１回取出後に装荷位置変更





18② 原子炉容器の中性子照射脆化（その３）

炉心領域部の中性子照射脆化が機器の健全性に影響を与えることはない。また、保全内容も適切である。

*1:内表面から板厚ｔの１／４ｔ深さでの予測値
*2:試験片の長手方向が圧延方向に垂直

○国内プラントを対象とした上部棚吸収エネルギーの予測式
を用いて６０年経過時点での上部棚吸収エネルギーの予測
値を評価した結果、JEAC4206で要求している６８Ｊを下回っ
たことから、 JEAC4206の規定に従い弾塑性破壊力学評価
を実施した。評価の結果、材料のき裂進展抵抗は各供用状
態でのき裂進展力を上回っていることなどから、不安定破壊
が生じないことを確認した。

○JEAC4201に基づき計画的に監視試験を実施し、定期的に超音波探傷検査を実施している。
○運転管理上の制限として加熱冷却時制限曲線および耐圧漏えい試験温度を設けて運用している。
○特別点検において、原子炉容器炉心領域部の母材および溶接部に対して超音波探傷検査を実施した結果、中性子照射脆化によ
る脆性破壊の起点となるような有意な欠陥は認められていない。

高経年化への対応

総合評価

現状保全

健全性評価（続き）

方 向 初 期 値
２０１５年
４月時点*1

運転開始後
６０年時点*1

母 材 Ｔ方向*２ ９８ ６９ ６５

溶接金属
溶接線に
直角方向

１５８ １１５ １０９

健全性評価の結果から原子炉の安全性に影響を及ぼす可能性はないと考えるが、経年劣化管理をより万全にするため、今後の
原子炉の運転時間・照射量を勘案して適切な時期に第５回監視試験を実施する。※

上部棚吸収エネルギーの予測値（単位：Ｊ）

※原子力規制委員会「実用発電用原子炉の運転期間延長認可申請に係る運用ガイド」において、運転期間の延長を申請するプラントは“運転開始後４０年を経過する日から１０年
以内の適切な評価が実施できる時期に監視試験片を取り出し、当該監視試験片に基づき行なう監視試験の計画”を保守管理に関する方針として定めることが規定されている。

保守管理に関する方針















25⑦－１ 耐震安全性評価（概要一覧）

経年劣化事象 評価結果（例）の概要

摩耗
（制御棒クラスタ案内管および被覆管）

保全活動の範囲内で発生する可能性のある摩耗量を仮定して、地震時の制御棒挿入
時間が許容値以下であることを確認

摩耗
（重機器支持構造物）

ヒンジ摺動部に摩耗を仮定して、当該部位における地震時の発生応力を算出し、
許容応力を上回らないことを確認

腐食
（配管、熱交換器、基礎ボルト）

保全活動の範囲内で発生する可能性のある減肉を仮定して、地震時の発生応力を
算出し、許容応力を上回らないことを確認

疲労割れ
（配管、弁、原子炉容器等）

通常運転時および地震時の疲労累積係数の合計が１を上回らないことを確認

高サイクル疲労割れ、応力腐食割れ
（配管、熱交換器、廃液蒸発装置）

想定き裂に対し、当該部位における地震時の発生応力を算出し、き裂安定限界応力を
上回らないことを確認

照射誘起型応力腐食割れ
(バッフルフォーマボルト）

８段のうち２段目～７段目のﾊﾞｯﾌﾙﾌｫｰﾏﾎﾞﾙﾄ（全体の３/４）が折損したと仮定して、残る
ﾊﾞｯﾌﾙﾌｫｰﾏﾎﾞﾙﾄに生じる地震時の発生応力を算出し、許容値を上回らないことを確認

熱時効
（１次冷却材管、下部炉心支持柱 等）

想定き裂に対し、当該部位における地震時のき裂進展力を算出し、熱時効を考慮した
材料のき裂進展抵抗値を上回らないことを確認

中性子照射脆化
（原子炉容器胴部）

想定き裂に対し、加圧熱衝撃事象に地震を考慮した応力拡大係数を算出し、中性子照射
を受けた材料の破壊靭性値を上回らないことを確認

中性子照射脆化
（原子炉容器サポート）

想定き裂に対し、地震時の当該部位における応力拡大係数が、中性子照射をうけた材料
の破壊靱性値を上回らないことを確認

※ＪＥＡＧ４６０１「原子力発電所耐震設計技術指針」等に準じて評価を実施

○ 技術評価の結果から経年劣化を保守的に想定したうえ、耐震安全性評価を実施した。

評価の結果、経年劣化を考慮しても耐震安全性に問題はないことを確認したが、配管の腐食（流れ加速型腐食）につ
いては、一部の配管で、より耐震性を向上させることを目的とした「保守管理に関する方針」を策定した（⑦-3参照）。

耐震安全性評価の概要一覧







28⑧ 耐津波安全性評価

機種分類 対象設備

コンクリート構造物および鉄骨構造物 浸水防護施設
（外郭浸水防護設備）

取水構造物（浸水防止蓋）

評価対象構造物

耐津波安全性上着目すべき経年劣化事象

評価対象構造物における経年劣化事象から「現在発生しているか、または将来にわたって起
こることが否定できないもの」を抽出した結果、耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事
象は抽出されなかった。

追加保全策

現状保全項目に高経年化対策の観点から追加すべきものはない。

浸水防護施設に属する下記の機器・構造物







31劣化状況評価結果まとめ

・点検結果等、実機経年監視データ
に基づく評価

・解析による評価 など

健全性評価

・定期点検・検査、日常点検など
現状の保全内容を評価

現状保全評価

総合評価

○運転開始以来、約４０年を経過した高浜発電所１号炉のプラントを構成する機器・
構造物について、高経年化対策に関する評価を実施した。

○大部分の機器・構造物は、現状の保全を継続していくことにより、長期間の運転
および冷温停止状態を仮定しても、プラントを健全に維持することは可能との
見通しを得た。

○一部の機器・構造物は、現状の保全項目に加えて、新たに講じる必要がある
保全項目が３件抽出された。

高経年化への対応

評価の結果抽出された３件を保守管理に関する方針として策定（次章参照）。

高浜発電所１号炉の劣化状況評価結果



32今後の取組み

今回実施した劣化状況評価は、現在の最新知見に基づき実施したものであるが、今後
以下に示すような運転経験や最新知見等を踏まえ、適切な時期に再評価および
変更を実施していく。

・材料劣化に係る安全基盤研究の成果

・これまで想定していなかった部位等における経年劣化事象が原因と考えられる国内
外の事故・トラブル

・関係法令の制定および改廃

・原子力規制委員会からの指示

・材料劣化に係る規格・基準類の制定および改廃

・発電用原子炉の運転期間の変更

・発電用原子炉の定格熱出力の変更

・発電用原子炉の設備利用率（実績）から算出した原子炉容器の中性子照射量

・点検・補修・取替の実績

当社は、高経年化対策に関するこれらの活動を通じて、今後とも原子力プラントの
安全・安定運転に努めるとともに、安全性・信頼性のなお一層の向上に取り組んでいく
所存である。
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保守管理に関する方針





参考資料















１．技術評価対象機器の抽出

「高経年化対策実施ガイド等」に従い、高浜発電所１号炉の安全上重要な機器等
（「実用炉規則 第８２条第１項」で定める機器・構造物）を抽出。

（１）「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針（１９９０年８月３０日
原子力安全委員会決定）」において定義されるクラス１、２および３の機能を有する機器・
構造物（実用炉規則別表第二において規定される浸水防護施設に属する機器および構造物
を含む。）ならびに「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に
関する規則（２０１３年原子力規制委員会規則第５号）第４３条第２項に規定される
常設重大事故等対処設備」（以下、「常設重大事故等対処設備」という）に属する機器・構造物
とし、原子力保全総合システム（Ｍ３５）、系統図等を基に抽出。

（２）供用に伴う消耗が予め想定される部品であって設計時に取替を前提とするものまたは
機器分解点検等に伴い必然的に交換されるものは消耗品として対象から除外。
また、設計時に耐用期間内に計画的に取替えることを前提とする機器であり、交換基準が
保全指針、業務決定文書または原子力発電所保修業務要綱指針により定められているもの
についても定期取替品として対象から除外。

技術評価の実施手順（運転を前提とした評価）（1/6）



２．機器のグループ化・代表機器の選定

（１）ポンプ、熱交換器、ポンプモータ、容器、配管、弁、炉内構造物、ケーブル、電気設備、
タービン設備、コンクリート構造物および鉄骨構造物、計測制御設備、空調設備、機械設備、
電源設備に分類（カテゴリ化）し機種毎に評価。

（２）評価対象機器について合理的に評価するため、構造（型式等）、使用環境（内部流体等）、
材料等により、「学会標準※２００８版」附属書Ａ（規定）および「学会標準２０１２追補版」附属書
Ａ（規定）に基づき、「経年劣化メカニズムまとめ表」を参考に、対象機器を分類しグループ化。

※：日本原子力学会標準「原子力発電所の高経年化対策実施基準」をいう。以下同じ。

（３）グループ化した対象機器から重要度、使用条件、運転状態等により各グループの代表機器
（以下、「代表機器」という。）を選定し、代表機器で評価した結果をグループ内の全機器に
水平展開するという手法で全ての機器について評価を実施。

技術評価の実施手順（運転を前提とした評価）（2/6）



３．劣化事象の抽出

（１）選定された評価対象機器の使用条件（型式、材料、環境条件等）を考慮し、「学会標準
２００８版」附属書Ａ（規定）および「学会標準２０１２追補版」附属書Ａ（規定）に基づき、
「経年劣化メカニズムまとめ表」を参考に、経年劣化事象と部位の組み合わせを抽出。

（２）抽出された経年劣化事象と部位の組
み合わせのうち、下記イ、ロのいずれ
かに該当する場合は高経年化対策上
着目すべき経年劣化事象ではない事
象として除外。

イ．想定した劣化傾向と実際の劣化傾向
の乖離が考えがたい経年劣化事象
であって、想定した劣化傾向等に基づき
適切な保全活動を行っているもの。

ロ．現在までの運転経験や使用条件から
得られた材料試験データとの比較等
により、今後も経年劣化の進展が考え
られない、または進展傾向が極めて
小さいと考えられる経年劣化事象。

以上を図示すると、右で示すとおり。

技術評価の実施手順（運転を前提とした評価）（3/6）

PLM学会標準2008版等に基づき抽
出した全ての経年劣化事象

主要６事象※に該当する
経年劣化事象

高経年化対策上着目すべき
経年劣化事象

左記“ロ”に該当する
経年劣化事象

左記“イ”に該当する
経年劣化事象

高経年化対策上着目す
べき経年劣化事象

高経年化対策上着目すべき
経年劣化事象ではない事象

（進展のない事象）

高経年化対策上着目すべき
経年劣化事象ではない事象

（日常劣化管理事象）

経年劣化事象の分類

※：ＮＲＡ「高経年対策実施ガイド」に示された、
低サイクル疲労、中性子照射脆化、照射誘起型
応力腐食割れ、２相ステンレス鋼の熱時効、電
気・計装品の絶縁低下、コンクリートの強度低
下および遮蔽能力低下をいう





５－１．耐震安全性評価

（１）耐震安全性評価対象機器・構造物の抽出
「技術評価対象機器」と同じ。

（２）経年劣化事象の抽出
技術評価で抽出した安全機能を有する機器・構造物に想定される経年劣化事象および日常

劣化管理事象について、これらの事象が顕在化した場合、代表機器の振動応答特性または、
構造・強度上、影響が「有意」であるか「軽微もしくは無視」できるかを検討し、「有意」なものを
耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象として抽出。

（３）耐震安全性評価
抽出した経年劣化事象毎に、耐震安全性評価を実施。評価の基本となる項目は、大別する

と以下のとおり。評価に際しては、「原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601－1987）」
等に準じて実施。

・機器の耐震クラス
・機器に作用する地震力の算定
・６０年の供用を仮定した経年劣化事象のモデル化
・振動特性解析（地震応答解析）
・地震荷重と内圧等他の荷重との組合せ
・許容限界との比較

技術評価の実施手順（運転を前提とした評価）（5/6）



５－２．耐津波安全性評価

（１）耐津波安全性評価対象機器・構造物の抽出
“基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド”（原子力規制委員会、平成25年6月19日）

において津波防護施設、浸水防止設備、津波監視設備および津波影響軽減施設・設備が耐津波
設計の対象とされていることから、それらを対象とし、津波による浸水高または波力等による影響
を受けると考えられるものを、耐津波安全性評価の対象として抽出。

（２）経年劣化事象の抽出
技術評価で抽出した経年劣化事象および日常劣化管理事象について、これらの事象が顕在化

した場合、構造・強度上または止水性への影響が「有意」であるか「軽微もしくは無視」できるかを
検討し、「有意」なものを耐津波安全上考慮する必要のある経年劣化事象とした。

（３）耐津波安全性評価
耐津波安全性評価上考慮する必要のある経年劣化事象が想定される設備に対し、耐津波

安全性に関する評価を実施。

技術評価の実施手順（運転を前提とした評価）（6/6）



○評価の方法

・技術評価手法は社内の「高経年化対策実施
手順書」で明確にして実施。

・右図に冷温停止を前提とした技術評価フロー
を示す。

・評価は運転を前提とした評価書の知見を活用し、
冷温停止で特に評価が必要となる事象を抽出。
それらに関して評価を実施する。

・評価は、大別すると下記の流れにて実施しており、
それぞれ次頁以降で説明。

１．冷温停止に必要な機器の抽出
２．冷温停止に係る高経年化対策上

着目すべき劣化事象の抽出
３．経年劣化事象に対する技術評価
４．耐震・耐津波安全性評価

運転を前提とした高経年化技術評価書

冷温停止を前提とした場合に必要な機器の抽出

冷温停止を前提とした場合の劣化事象の抽出

対象機器の高経年化対応事項の抽出

対象機器（事象）の技術評価書作成
長期保守管理方針の策定

経年劣化事象の評価（＊１）

・技術評価
（健全性評価＋現状保全（＊２）→総合評価）
・高経年化への対応（＊３）

グループ内全機器への展開
・経年劣化事象の抽出
・経年劣化事象の評価

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出

耐震安全性評価
耐津波安全性評価
・経年劣化を考慮した評価
・保全対策に反映すべき項
目の抽出

＊１：運転を前提とした評価の代表機器として評価されている機器に関しては、
冷温停止を前提とした場合に必要な機器として抽出されてなくても、次頁
のフローより抽出された機器の代表機器として評価を記載することとする。

＊２：系統レベルの機能確認を含む。
＊３：高経年化対応としての保全のあり方を論じ、高経年化に関係のない

一般的な保全は切り離す。
＊４：経年劣化の発生・進展が否定できず、耐震安全性・耐津波安全性に

影響を及ぼす可能性のある事象

冷温停止状態維持時の技術評価フロー

＊4

１

２

３

４
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冷温停止状態維持に必要な設備抽出フロー

プラント全系統・構造物・機器

評価対象外
・燃料集合体等

Yes

No

No
Yes

Yes

機器単位で長期に
わたり使用するか？

No
安全上重要か？（＊１） 高温･高圧の環境下（＊２）

にあるか？

冷温停止状態の維持または
保安規定遵守（＊３）のために
直接的に必要となる設備か？

冷温停止状態を前提
とした場合、保安規定
遵守（＊３）に間接的に
必要となる設備か？

NoNo

YesYes

冷温停止状態の維持に必要な設備 対象外
（冷温停止状態の維持には必要のない設備）

＊１：重要度クラス1、2（＊４）ならびに常設重大事故等対処設備
＊２：重要度クラス3のうち、最高使用温度が95℃を超え、最高

使用圧力が1900kPaを超える環境（原子炉格納容器外に
限る）

＊３：保安規定で定義されている原子炉の運転モード5、
モード6および運転モードに関係なく要求される機能を
対象とする。

＊４：「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に
関する審査指針」（平成２年８月３０日原子力安全委員会
決定）の重要度分類

１．冷温停止に必要な機器の抽出

対象機器選定は下記の流れで実施。また、抽出フローを下に示す。

（１）運転を前提とした評価と同じく、プラント全系統・構造物・機器から、安全上重要な機器等を
抽出する（運転を前提とした評価書から、機器・構造物を転記）。

（２）さらに、保安規定を遵守するために必要となる設備を抽出。

（１）

（２）
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３．経年劣化事象に対する技術評価

前述のフローの結果、「冷温停止状態を前提とした評価を実施する」劣化事象に対して、以降

１０年間冷温停止状態が維持されることを仮定して、傾向管理データによる評価および解析等の
定量評価、過去の点検実績、一般産業で得られている知見等により健全性の評価を実施する
（運転を前提とした評価と同様）。

それ以外の劣化事象に関しては、運転を前提とした場合と比較して、発生・進展が同程度か以後
の発生・進展がない経年劣化事象であるため、運転を前提とした評価の知見を活用することとし、
冷温停止を踏まえた評価は実施しない。

４－１．耐震安全性評価

冷温停止を前提とした耐震安全性評価にあたっては、運転を前提とした耐震安全性評価結果
および３節(上記)における技術評価結果を取り入れることとし、断続運転を前提とした場合と比べ運

転条件や環境が厳しくなるおそれがある経年劣化事象について検討し、耐震安全上考慮する必要
のある経年劣化事象の抽出を行い、抽出された経年劣化事象毎に、耐震安全性に関する詳細評価
を実施する。

４－２．耐津波安全性評価

冷温停止を前提とした耐津波安全性評価にあたっては、運転を前提とした耐津波安全性評価
結果および３節(上記)における技術評価結果を取り入れることとし、断続運転を前提とした場合と比

べ運転条件や環境が厳しくなるおそれがある経年劣化事象について検討し、耐津波安全上考慮す
る必要のある経年劣化事象の抽出を行い、抽出された経年劣化事象毎に、耐震安全性に関する詳
細評価を実施する。
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最新知見の反映

○ 国内外の新たな運転経験および最新知見の反映

美浜発電所１、２、３号炉、高浜発電所１、２号炉および大飯発電所１、２号炉を含む先行プラント
の３０年目の技術評価報告書ならびに美浜発電所１、２号炉の４０年目の技術評価報告書、高浜発
電所１、２号炉の４０年目の技術評価報告書（冷温停止状態維持評価のみ）を参考にするとともに、
それ以降２０１４年４月～２０１４年１２月の国内外の運転経験について事象・原因を
調査するとともに、最新知見についても高経年化への影響を判断して反映を実施。

（１）国内の運転経験
原子力安全推進協会が運営している原子力発電情報公開ライブラリーにおいて公開されて

いる「トラブル情報」、「保全品質情報」を対象。

（２）国外の運転経験
ＮＲＣ（米国原子力規制委員会；Nuclear Regulatory Commission）のBulletin（通達）、

Generic LetterおよびInformation Noticeを対象。

（３）最新知見
・ＮＩＳＡ文書・ＮＲＡ文書等
・国の定める技術基準および日本機械学会、日本電気協会ならびに日本原子力学会等の
規格・基準類

・原子力安全基盤機構の高経年化技術情報データベースにおける試験研究の情報 他


